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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第90期

中間連結会計期間
第91期

中間連結会計期間
第90期

会計期間
自2023年６月１日
至2023年11月30日

自2024年６月１日
至2024年11月30日

自2023年６月１日
至2024年５月31日

売上高 （千円） 7,089,879 8,377,115 16,485,974

経常利益 （千円） 598,597 828,144 1,929,551

親会社株主に帰属する中間（当

期）純利益
（千円） 387,635 565,620 1,339,462

中間包括利益又は包括利益 （千円） 532,472 494,868 2,199,886

純資産額 （千円） 11,253,262 12,750,939 12,624,370

総資産額 （千円） 16,103,505 18,290,541 17,966,953

１株当たり中間（当期）純利益金

額
（円） 24.24 35.42 83.70

潜在株式調整後１株当たり中間

（当期）純利益金額
（円） 23.69 34.69 80.00

自己資本比率 （％） 67.3 67.2 68.0

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △3,036,522 △3,115,575 △346,421

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） △112,152 △56,604 △164,439

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー
（千円） 339,196 1,379,636 △578,462

現金及び現金同等物の中間期末

（期末）残高
（千円） 1,395,826 1,323,438 3,115,982

　（注）当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載しており

ません。

 

２【事業の内容】

　当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び連結子会社）が営む事業の内容について、重要な変更はあ

りません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

　当中間連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。

　また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

　文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

　また、まちづくりのソリューション企業として、地理空間情報業務、環境業務、まちづくり業務、設計業務及び事

業ソリューション業務を総合的に営む単一事業の企業集団であるため、セグメント情報は記載しておりません。

 

(1）経営成績の分析

　当中間連結会計期間（2024年６月～2024年11月）における当社グループの経営成績につきましては、受注高は

9,975百万円（前年同期は10,133百万円）となりました。

　売上高につきましては8,377百万円（前年同期は7,089百万円）となり、営業利益は792百万円（前年同期は564百

万円）、経常利益は828百万円（前年同期は598百万円）となりました。

　親会社株主に帰属する中間純利益につきましては565百万円（前年同期は387百万円）となりました。

 

（業務区分別売上総利益の状況）

前中間連結会計期間（2023年６月～2023年11月）　　　　　　　　（単位：百万円）

 売上高 売上総利益 売上総利益率

建設コンサルタント業務 6,598 2,078 31.5％

事業ソリューション業務（※） 491 135 27.5％

合　計 7,089 2,214 31.2％

 

当中間連結会計期間（2024年６月～2024年11月）　　　　　　　　（単位：百万円）

 売上高 売上総利益 売上総利益率

建設コンサルタント業務 6,764 2,080 30.8％

事業ソリューション業務（※） 1,612 309 19.2％

合　計 8,377 2,389 28.5％

※事業ソリューション業務には、土地区画整理事業における業務代行収入と、リース取引に関する会計基準

　に基づく賃貸料収入等が含まれております。

 

(2）財政状態の分析

　当中間連結会計期間末の総資産は18,290百万円であり前連結会計年度末に比較して323百万円の増加となりまし

た。その主な要因は流動資産の209百万円の増加であり、そのうち、現金及び預金1,792百万円の減少、受取手形、

売掛金及び契約資産2,219百万円の増加等であります。

　負債合計は5,539百万円であり前連結会計年度末に比較して197百万円の増加となりました。その主な要因は流動

負債228百万円の増加であり、短期借入金1,800百万円の増加、未成業務受入金850百万円の減少等であります。

　純資産合計は12,750百万円であり前連結会計年度末に比較して126百万円の増加となりました。その主な要因は

剰余金の配当319百万円と親会社株主に帰属する中間純利益565百万円の計上等であります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当中間連結会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは3,115百万円の支出（前年同期は3,036百万円の支

出）であり、税金等調整前中間純利益829百万円、賞与引当金の減少509百万円、売上債権の増加に伴う支出2,219

百万円、未成業務受入金の減少に伴う支出850百万円等によるものであります。

　投資活動によるキャッシュ・フローは56百万円の支出（前年同期は112百万円の支出）であり、有形固定資産の

取得による支出25百万円、敷金の差入による支出36百万円等によるものであります。

　財務活動によるキャッシュ・フローは1,379百万円の収入（前年同期は339百万円の収入）であり、短期借入金の

純増額1,800百万円、自己株式の取得による支出100百万円、配当金の支払いによる支出320百万円等によるもので

あります。

　この結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前連結会計年度末に比較して1,792百

万円減少し、1,323百万円となりました。
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(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

　前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定の記載について重要な変更はありません。

 

(5）優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

　当中間連結会計期間において、優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更又は新たに生じた課題

はありません。

 

(6）研究開発活動

　当中間連結会計期間における研究開発費の総額は116百万円であります。

　なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

 

３【経営上の重要な契約等】

　当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 59,246,000

計 59,246,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行
数（株）

（2024年11月30日）

提出日現在発行数（株）
（2025年１月10日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 17,000,000 17,000,000
東京証券取引所

プライム市場

単元株式数は、

100株でありま

す。

計 17,000,000 17,000,000 ― ―

（注）  「提出日現在発行数」欄には、2025年１月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発行

された株式数は含まれておりません。

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

　当中間会計期間において会社法第236条、第238条及び第240条の規定に基づき発行した新株予約権は、次の

とおりであります。

　2024年８月23日取締役会決議による2024年度新株予約権

決議年月日 2024年８月23日

付与対象者の区分及び人数（名）

取締役 ８

執行役員 16

理事 ５

新株予約権の数（個）※ 940（注）１

新株予約権の目的となる株式の種類、内容及び数

（株）※
普通株式　94,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）※ １株当たり１（注）２

新株予約権の行使期間※ 自　2024年９月12日　至　2054年９月11日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）※

発行価格　　　792

資本組入額　　396

新株予約権の行使の条件※

① 新株予約権者は、株式会社オオバの取締役、執行役

員及び理事の地位を喪失した日の翌日から10日間に

限り新株予約権を行使することができる。

② その他の行使の条件は、「2024年度新株予約権割当

契約書」に定めるところによる。

新株予約権の譲渡に関する事項※
新株予約権を譲渡する時は、当社取締役会の承認を要

するものとする。

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事

項※
（注）３

　※　新株予約権証券の発行時（2024年９月12日）における内容を記載しております。

（注）１．新株予約権１個につき目的となる株式数は、100株であります。
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２．新株予約権発行後、当社が株式分割（株式無償割当てを含みます。）、株式併合を行う場合は、新株予約権の

うち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株予約権について、次の算式により新株予約権

１個当たりの目的である株式の数（以下「付与株式数」と言います。）の調整を行い、調整の結果生じる１株

未満の端数は、これを切り捨てるものとしております。

　　　　　　調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割又は併合の比率

３．組織再編を実施する際の新株予約権の取扱

　組織再編に際して定める契約書または計画書に以下の定める株式会社の新株予約権を交付する旨を定めた

場合には、当該組織再編の比率に応じて、以下に定める株式会社の新株予約権を交付するものとする。

 ① 合併（当社が消滅する場合に限る。）

　　合併後存続する株式会社または合併により設立する株式会社

 ② 吸収分割

　　吸収分割をする株式会社がその事業に関して有する権利義務の全部または一部を承継する株式会社

 ③ 新設分割

　　新設分割により設立する株式会社

 ④ 株式交換

　　株式交換をする株式会社の発行済株式の全部を取得する株式会社

 ⑤ 株式移転

　　株式移転により設立する株式会社

 

②【その他の新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数

（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2024年６月１日～

2024年11月30日
－ 17,000,000 － 2,131,733 － 532,933
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（５）【大株主の状況】

  2024年11月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（株）

発行済株式（自己
株式を除く。）の
総数に対する所有
株式数の割合
（％）

三井不動産株式会社 東京都中央区日本橋室町２－１－１ 727,050 4.56

三井住友信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内１－４－１ 662,000 4.15

パシフィックコンサルタンツ株式会

社
東京都千代田区神田錦町３－22 628,000 3.94

大塲重憲 東京都杉並区 454,200 2.85

大塲明憲 東京都渋谷区 452,600 2.84

オオバ取引先持株会 東京都千代田区神田錦町３－７－１ 449,925 2.82

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内１－６－６ 331,944 2.08

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社(信託口)
東京都港区赤坂１－８－１ 306,200 1.92

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町１－５－５ 282,162 1.77

辻本茂 東京都渋谷区 281,139 1.76

計 － 4,575,220 28.72
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2024年11月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

－ －
普通株式 1,069,700

完全議決権株式（その他） 普通株式 15,902,300 159,023 －

単元未満株式 普通株式 28,000 － －

発行済株式総数  17,000,000 － －

総株主の議決権  － 159,023 －

　（注）「単元未満株式」には当社所有の自己株式 27 株が含まれております。

 

②【自己株式等】

    2024年11月30日現在

所有者の氏名又
は名称

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株）

他人名義所有株
式数（株）

所有株式数の合
計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）      

株式会社オオバ

東京都千代田区神

田錦町三丁目７番

１号

1,069,700 － 1,069,700 6.29

計 － 1,069,700 － 1,069,700 6.29

 

 

２【役員の状況】

　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当中間会計期間における役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
　当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（1976年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しています。

　また、当社は、金融商品取引法第24条の5第1項の表の第1号の上覧に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第1

編及び第3編の規定により第1種中間連結財務諸表を作成しています。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、中間連結会計期間（2024年６月１日から2024年11月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、PwC Japan有限責任監査法人による期中レビューを受けています。
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１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年５月31日)

当中間連結会計期間
(2024年11月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,115,982 1,323,438

受取手形、売掛金及び契約資産 6,197,579 8,416,733

未成業務支出金 520,330 82,416

販売用不動産 5,634 5,634

その他 177,779 398,093

貸倒引当金 △44,534 △44,534

流動資産合計 9,972,771 10,181,781

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物 1,248,357 1,249,573

減価償却累計額 △307,863 △340,348

建物及び構築物（純額） 940,494 909,225

機械装置及び運搬具 758,063 748,144

減価償却累計額 △562,939 △564,634

機械装置及び運搬具（純額） 195,123 183,509

土地 1,962,779 1,962,779

建設仮勘定 － 8,900

その他 816,888 803,862

減価償却累計額 △711,078 △709,656

その他（純額） 105,809 94,206

有形固定資産合計 3,204,206 3,158,621

無形固定資産   

ソフトウエア 95,485 77,403

その他 1,762 1,701

無形固定資産合計 97,248 79,104

投資その他の資産   

投資有価証券 1,632,186 1,570,366

退職給付に係る資産 2,568,413 2,777,880

繰延税金資産 17,117 17,596

その他 475,010 505,190

投資その他の資産合計 4,692,727 4,871,034

固定資産合計 7,994,182 8,108,760

資産合計 17,966,953 18,290,541
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  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2024年５月31日)

当中間連結会計期間
(2024年11月30日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 1,109,687 1,224,578

短期借入金 － 1,800,000

未払法人税等 396,288 307,026

未成業務受入金 1,228,323 377,865

賞与引当金 609,811 100,721

株主優待引当金 23,190 －

その他 654,645 440,675

流動負債合計 4,021,947 4,250,866

固定負債   

退職給付に係る負債 28,941 29,181

資産除去債務 276,000 275,033

繰延税金負債 1,011,311 980,139

その他 4,381 4,381

固定負債合計 1,320,635 1,288,735

負債合計 5,342,582 5,539,601

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,131,733 2,131,733

資本剰余金 532,933 532,933

利益剰余金 8,638,607 8,882,200

自己株式 △640,983 △727,785

株主資本合計 10,662,290 10,819,082

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 761,649 718,428

退職給付に係る調整累計額 784,768 757,236

その他の包括利益累計額合計 1,546,417 1,475,664

新株予約権 415,662 456,192

純資産合計 12,624,370 12,750,939

負債純資産合計 17,966,953 18,290,541
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年６月１日
　至　2023年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

売上高 7,089,879 8,377,115

売上原価 4,875,852 5,987,760

売上総利益 2,214,027 2,389,354

販売費及び一般管理費 ※ 1,649,369 ※ 1,597,111

営業利益 564,657 792,243

営業外収益   

受取利息 16 145

受取配当金 22,806 31,285

受取保険金及び配当金 981 －

その他 11,620 7,636

営業外収益合計 35,424 39,066

営業外費用   

支払利息 378 2,095

支払保証料 930 1,069

その他 175 －

営業外費用合計 1,484 3,165

経常利益 598,597 828,144

特別利益   

固定資産売却益 － 1,493

特別利益合計 － 1,493

特別損失   

固定資産売却損 － 257

固定資産除却損 1,660 0

創業100周年記念関連費用 19,446 －

特別損失合計 21,107 257

税金等調整前中間純利益 577,490 829,379

法人税等 189,855 263,758

中間純利益 387,635 565,620

親会社株主に帰属する中間純利益 387,635 565,620
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年６月１日
　至　2023年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

中間純利益 387,635 565,620

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 164,003 △43,220

退職給付に係る調整額 △19,166 △27,531

その他の包括利益合計 144,837 △70,752

中間包括利益 532,472 494,868

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 532,472 494,868

非支配株主に係る中間包括利益 － －
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2023年６月１日
　至　2023年11月30日)

当中間連結会計期間
(自　2024年６月１日
　至　2024年11月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純利益 577,490 829,379

減価償却費 97,343 90,648

固定資産除却損 1,660 0

固定資産売却損益（△は益） － △1,235

創業100周年記念関連費用 19,446 －

株式報酬費用 90,400 74,448

賞与引当金の増減額（△は減少） △439,483 △509,090

株主優待引当金の増減額（△は減少） △19,061 △23,190

受注損失引当金の増減額（△は減少） △2,541 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 150 －

退職給付に係る資産負債の増減額（△は減少） △207,267 △248,910

受取利息及び受取配当金 △22,822 △31,430

支払利息 378 2,095

売上債権の増減額（△は増加） △2,268,658 △2,219,153

未成業務受入金の増減額（△は減少） 83,580 △850,458

棚卸資産の増減額（△は増加） 30,878 437,914

仕入債務の増減額（△は減少） △145,878 114,890

未払消費税等の増減額（△は減少） △648,148 △237,339

その他 △135,668 △210,899

小計 △2,988,201 △2,782,331

利息及び配当金の受取額 14,042 21,453

利息の支払額 △450 △2,095

法人税等の支払額 △61,913 △352,601

営業活動によるキャッシュ・フロー △3,036,522 △3,115,575

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △99,807 △25,431

有形固定資産の売却による収入 － 2,831

無形固定資産の取得による支出 △6,430 △3,530

投資有価証券の取得による支出 △493 △493

敷金の差入による支出 △19,556 △36,767

敷金の回収による収入 749 1,577

その他 13,385 5,208

投資活動によるキャッシュ・フロー △112,152 △56,604

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 600,000 1,800,000

自己株式の取得による支出 △50,239 △100,055

自己株式の処分による収入 102 55

配当金の支払額 △210,666 △320,363

財務活動によるキャッシュ・フロー 339,196 1,379,636

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △2,809,478 △1,792,543

現金及び現金同等物の期首残高 4,205,305 3,115,982

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 1,395,826 ※ 1,323,438
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）

「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月28日。以下、「2022年

改正会計基準」という。）等を当中間連結会計期間の期首から適用しております。

法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年改正会計基準第20－

３項ただし書きに定める経過的な取扱い及び「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第28号　2022年10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）第65－２項(2)ただし書きに定める経過的な

取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による中間連結財務諸表への影響はありません。

また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場合の連結財務諸表

における取扱いの見直しに関連する改正については、2022年改正適用指針を当中間連結会計期間の期首から適用

しております。当該会計方針の変更は、遡及適用され、前中間連結会計期間及び前連結会計年度については遡及

適用後の中間連結財務諸表及び連結財務諸表となっております。なお、当該会計方針の変更による前中間連結会

計期間の中間連結財務諸表及び前連結会計年度の連結財務諸表への影響はありません。

 

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

　（税金費用の計算）

　税金費用については、当社及び一部の連結子会社において当中間連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当

期純利益に対する税効果会計適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前中間純損益に当該見積実効税率を乗じ

て計算しております。

 

（中間連結損益計算書関係）

　※　販売費及び一般管理費の主なもの

 
　前中間連結会計期間
（自　2023年６月１日

　　至　2023年11月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2024年６月１日

　　至　2024年11月30日）

給料手当 680,406千円 616,701千円

貸倒引当金繰入額 150 －

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

　※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係は、次のとおり

であります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年６月１日
至　2023年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

現金及び預金 1,395,826千円 1,323,438千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 － －

現金及び現金同等物 1,395,826 1,323,438
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2023年６月１日　至　2023年11月30日）

１．配当金支払額

　2023年８月25日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

①　普通株式１株当たり配当額 13円

②　配当金の総額 208,363千円

③　基準日 2023年５月31日

④　効力発生日 2023年８月28日

⑤　配当の原資 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

　2024年１月12日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

①　普通株式１株当たり配当額 17円

②　配当金の総額 272,298千円

③　基準日 2023年11月30日

④　効力発生日 2024年２月２日

⑤　配当の原資 利益剰余金

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

１．配当金支払額

　2024年８月23日の定時株主総会において、次のとおり決議しております。

①　普通株式１株当たり配当額 20円

②　配当金の総額 319,867千円

③　基準日 2024年５月31日

④　効力発生日 2024年８月26日

⑤　配当の原資 利益剰余金

 

２．基準日が当中間連結会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間連結会計期間の末日後と

なるもの

　2025年１月10日開催の取締役会において、次のとおり決議しております。

①　普通株式１株当たり配当額 20円

②　配当金の総額 318,605千円

③　基準日 2024年11月30日

④　効力発生日 2025年２月４日

⑤　配当の原資 利益剰余金

 

 

（セグメント情報等）

【セグメント情報】

　当社グループは、地理空間情報業務、環境業務、まちづくり業務、設計業務及び事業ソリューション業務を

総合的に営む単一事業の企業集団であるため、記載を省略しております。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報

 

前中間連結会計期間（自　2023年６月１日　至　2023年11月30日）

（単位：千円）

区分

財又はサービスの移転の時期

その他 合計一時点で顧客に移転
される財又はサービ
スから生じる収益

一定の期間にわたり移
転される財又はサービ
スから生じる収益

建設コンサルタント業務 － 6,598,210 － 6,598,210

地理空間情報業務 － 1,737,375 － 1,737,375

環境業務 － 329,007 － 329,007

まちづくり業務 － 2,681,978 － 2,681,978

設計業務 － 1,849,848 － 1,849,848

事業ソリューション業務 － 444,559 － 444,559

顧客との契約から生じる収益 － 7,042,770 － 7,042,770

その他の収益（注） － － 47,109 47,109

外部顧客への売上高 － 7,042,770 47,109 7,089,879

（注）その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸料収入等であります。

 

当中間連結会計期間（自　2024年６月１日　至　2024年11月30日）

（単位：千円）

区分

財又はサービスの移転の時期

その他 合計一時点で顧客に移転
される財又はサービ
スから生じる収益

一定の期間にわたり移
転される財又はサービ
スから生じる収益

建設コンサルタント業務 － 6,764,404 － 6,764,404

地理空間情報業務 － 1,586,614 － 1,586,614

環境業務 － 406,140 － 406,140

まちづくり業務 － 3,038,508 － 3,038,508

設計業務 － 1,733,139 － 1,733,139

事業ソリューション業務  1,239,973 325,980 － 1,565,953

顧客との契約から生じる収益  1,239,973 7,090,384 － 8,330,358

その他の収益（注） － － 46,756 46,756

外部顧客への売上高  1,239,973 7,090,384 46,756 8,377,115

（注）その他の収益は、リース取引に関する会計基準に基づく賃貸料収入等であります。
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（１株当たり情報）

　１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額及び算定上の基礎は、

以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間

（自　2023年６月１日
至　2023年11月30日）

当中間連結会計期間
（自　2024年６月１日
至　2024年11月30日）

(1) １株当たり中間純利益金額 24円24銭 35円42銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益金額（千円） 387,635 565,620

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純利益

金額（千円）
387,635 565,620

普通株式の期中平均株式数（千株） 15,994 15,967

(2) 潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 23円69銭 34円69銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純利益調整額（千円） － －

普通株式増加数（千株） 367 337

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額の算定に含めなかった潜在株式で、

前連結会計年度末から重要な変動があったものの概要

－ －

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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２【その他】

　2025年１月10日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

(イ）配当金の総額………………………………………318,605千円

(ロ）１株当たりの金額…………………………………20円00銭

(ハ）支払請求の効力発生日及び支払開始日…………2025年２月４日

（注）2024年11月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

2025年１月10日

株式会社オオバ

取締役会　御中

 

PwC Japan有限責任監査法人

東京事務所

 

 
指定有限責任社員
業務執行社員

 公認会計士 千　葉　達　哉

 

 
指定有限責任社員

業務執行社員
 公認会計士 小　川　雅　嗣

 

 
監査人の結論

当監査法人は、金融商品取引法第193条の2第1項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社オオバの

2024年6月1日から2025年5月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2024年6月1日から2024年11月30日まで）に係

る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利益計算書、中間連結キャッ

シュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められ

る企業会計の基準に準拠して、株式会社オオバ及び連結子会社の2024年11月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項が全ての重要

な点において認められなかった。

 

監査人の結論の根拠

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、

監査人としてのその他の倫理上の責任を果たしている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断し

ている。

 

中間連結財務諸表に対する経営者並びに監査役及び監査役会の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間連結財務諸表を作成し適

正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸表を作成し適正に表示す

るために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて継続企業に関する事項を

開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

監査役及び監査役会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。

 

中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。

監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。
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・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、我が国において一般に公正妥当と認

められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められないかどうか結論付ける。

また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書において中間連結財務諸表の

注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が適切でない場合は、中間

連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の結論は、期中レビュー報

告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業として存続できなくなる可能

性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠してい

ないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結財務諸表の表示、構成及

び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じさせる事項が認められな

いかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見

事項について報告を行う。

監査人は、監査役及び監査役会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並

びに監査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合

又は阻害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。

 

利害関係

会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

 

以　上

 

　（注）１.上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２.XBRLデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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